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経済の動き

１　産業連関表とは
　今年１月、「平成23年秋田県産業連関表」が

公表された。産業連関表とは、一定期間（通常

１年間）に一定地域（秋田県表では秋田県内）

で行われた各産業の財・サービスの生産や販売

などのあらゆる取引について、行列形式で一覧

表に取りまとめたものである。例えば、ある１つ

の産業は、他の産業から原材料や燃料などを購

入し、これを加工して別の財・サービスを生産

し、さらにその生産物を別の産業に対して販売

している。また、その生産物を購入した産業

は、それらを原材料等として、新たに別の財・

サービスを生産する。このような財・サービス

の「購入→生産→販売」という連鎖的な繋がり

を表したのが産業連関表である。

　産業連関表は多種多様な統計資料を用いて作

られており、その作成には長期間を要し概ね

５年毎の公表となる。統計データとしてはやや

古く、足許の経済分析には不向きであるが、付

加価値を把握する「経済計算」では捨象される

「産業間の中間生産物の取引」が明らかになる

特徴がある。また、国または地域の産業構造を

網羅的に把握することができるほか、経済の将

来予測や各種イベントの経済波及効果分析など

にも活用される貴重な統計である。

　産業連関表は原則として西暦の末尾が「０」

と「５」の年を基準年として５年毎に作成され

てきたが、国の重要な基礎資料となる「経済セ

ンサス－活動調査－」が平成23年を対象に実施

されたため、前回の「平成17年（2005年）」か

ら６年後の「平成23年（2011年）」が基準年と

なった。なお、国では現在、平成27年産業連関

表を作成するための各種調査を実施しており、

次回の基準年は「平成27年（2015年）」となる

予定である。

２　平成23年産業連関表からみた秋田県経済
　産業連関表は、取引基本表、投入係数表、逆

行列係数表など、幾つかの表から構成されるが、

単に産業連関表というと、取引基本表を指す。

この取引基本表より、本県の産業構造や産業間

の相互依存関係、県際収支などの状況を網羅的

に把握、分析することができる。

（１）取引基本表のしくみ
　平成23年秋田県産業連関表は産業部門を108、

39、15の部門に分類した表を作成している。本

項では把握を容易にするために産業部門をさら

に３部門に統合した表を使用する（図表１）。ま

ず、図表１を縦方向にみると、各産業が生産の

ために投入した費用構成が分かる。例えば、第

産業連関表からみた秋田県経済の概況
　今年１月、「平成23年秋田県産業連関表」が公表された。この産業連関表は、平成23年の１年
間に県内で行われた各産業の財・サービスの生産や販売などの取引を一覧表に取りまとめたもので
ある。本稿では、本産業連関表を用いて、本県の産業構造や産業間の相互依存関係、県際収支の状
況などについて考察するほか、建設投資による本県への経済波及効果についても分析する。
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図表１　平成23年秋田県産業連関表　取引基本表 （単位：億円）

総需要（生産物の販路構成） 総供給

中間需要 最終需要

需要合計 （控除）輸移入 県内生産額

第１次産業 第２次産業 第３次産業 内生部門計 消費 投資 輸移出 最終需要計

投
入
構
造
（
生
産
物
の
費
用
構
成
）

中
間
投
入

第１次産業 240 597 88 925 231 229 1,265 1,725 2,651 △321 2,329

第２次産業 399 5,744 4,936 11,079 4,737 6,079 9,098 19,914 30,993 △14,853 16,140

第３次産業 362 3,712 9,463 13,537 26,713 1,190 4,571 32,474 46,010 △6,968 39,043

内生部門計 1,000 10,054 14,487 25,541 31,680 7,498 14,934 54,113 79,654 △22,142 57,512

粗
付
加
価
値

雇用者所得 191 3,674 12,167 16,032 （注）　１　「15部門表」より作成。第１次産業、第２次産業、第３次産業を
次のように区分した。第１次産業：農林水産業、第２次産業：鉱
業＋製造業＋建設、第３次産業：第１次産業および第２次産業を
除く産業。なお、四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある

２　最終需要部門については項目を次のとおり消費と投資にまとめ、
項目の配列を一部変えている
消費＝家計外消費支出（列）＋民間消費支出＋一般政府消費支出
投資＝県内総固定資本形成(公的）＋同（民間）＋在庫純増＋調
整項

営業余剰 817 534 6,005 7,356

資本減耗引当 373 816 4,673 5,862

その他 △52 1,062 1,711 2,721

粗付加価値部門計 1,330 6,086 24,556 31,971

県内生産額 2,329 16,140 39,043 57,512

資料：秋田県企画振興部調査統計課「平成23年（2011年）秋田県産業連関表」　以下、図表７、８を除いて全て同じ

図表２　県内生産額の構成比の推移
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図表４　産業部門別特化係数（上位と下位）

順位 産業部門名 特化係数 順位 産業部門名 特化係数

１位 林業 7.18 33位 電気機械 0.26

２位 電子部品 3.55 34位 輸送機械 0.17

３位 農業 3.24 35位 はん用機械 0.12

４位 繊維製品 3.20 36位 鉄鋼 0.11

５位 鉱業 3.11 37位 石油・
石炭製品 0.09

（注）　１　 特化係数＝秋田県の産業部門生産額の構成比÷全国の産業部門生産額の構
成比

２　「39部門表」より作成。「事務用品」および「分類不明」を除く

図表３　産業部門別生産額上位10産業 （単位：億円、％、ポイント）

順位 産業部門名 金額 構成比 23/17年
構成比増減 順位 産業部門名 金額 構成比 23/17年

構成比増減

１位 商業 5,913 10.3 △0.3 ６位 対個人サービス 3,074 5.3 △0.4

２位 医療・福祉 5,849 10.2 2.7 ７位 電子部品 2,916 5.1 △3.2

３位 不動産 4,558 7.9 0.6 ８位 運輸・郵便 2,751 4.8 △0.1

４位 建設 4,293 7.5 △2.4 ９位 教育・研究 2,643 4.6 0.2

５位 公務 3,954 6.9 0.8 10位 電力・ガス・熱供給 2,600 4.5 1.3

（注） 「39部門表」より当研究所作成。「事務用品」および「分類不明」を除く。産業連関表には独立した産業部門とは考えられないが、作表・分析の便宜等の理由で仮設部門が設け
られており、「事務用品」はこの仮設部門にあたる
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２次産業（鉱業＋製造業＋建設）は、生産に必

要な原材料等を第１次産業から597億円、第２

次産業から5,744億円、第３次産業から3,712億

円の計１兆54億円購入し、雇用者所得、営業

余剰など粗付加価値（これが県民経済計算の県

内総生産に概ね対応する）を6,086億円生み出

し、県内生産額（当該産業の生産活動によって

生み出された財・サービスの生産額）は１兆

6,140億円となっている。

　次に、表を横方向にみると、各産業が生産し

た商品の販路構成が分かる。同じく第２次産業

は、原材料等として使用するための中間財を第

１次産業に399億円、第２次産業に5,744億円、

第３次産業に4,936億円の計１兆1,079億円販

売し、家計での消費や、企業が設備投資を行う

ための最終財を１兆9,914億円販売している。

この中間財と最終財を合わせた３兆993億円が

第２次産業に対する総需要額である。総需要額

は県内生産額１兆6,140億円を上回っているが、

これは、総需要額には県外から購入した分も含

まれているためである。この県外から購入した

分が輸移入１兆4,853億円で、県外で生産され

たものであるためマイナスに計上される。総需

要から輸移入額を差し引くと１兆6,140億円と

なり、縦方向の県内生産額と一致する。

（２）県内生産額と構成比の推移
　平成23年の県内生産額は５兆7,512億円とな

り、17年に比べ11.0％減少した。この間、20年

９月に発生したリーマン・ショックや為替円高

の影響により、本県製造業のリーディング産業

である電子部品が低迷を続けていたことや、

23年３月の東日本大震災により、被災地の復興

関連需要等から本県の公共事業が全国に比べ大

幅に減少したことなどが要因として考えられる。

　23年の県内生産額の構成比を産業別にみる

と、第１次産業が4.1％、第２次産業が28.1％、

第３次産業が67.9％となっている（図表２）。

第３次産業が７割弱を占める一方、本県は農業

県といわれながらも第１次産業は僅かな割合に

とどまっている。17年対比では、第２次産業が

割合を下げているのに対し、第１次産業は横這

い、第３次産業は割合を上げている。

　産業部門別にみると、商業の占める割合が

10.3％で最も高く、次いで医療・福祉10.2％、

不動産7.9％、建設7.5％、公務6.9％の順となっ

ている（図表３）。17年との比較では、最も割

合が上昇したのは医療・福祉の＋2.7ポイン

ト、次いで電力・ガス・熱供給の＋1.3ポイン

ト、化学製品の＋1.0ポイントとなっている。

逆に最も割合が低下したのが、電子部品の△3.2

ポイント、次いで建設の△2.4ポイントで、こ

の両部門が前述したリーマン・ショックや東日

本大震災の影響を受け大きく低下している。

（３）特化係数
　特化係数とは、本県の各産業部門生産額の構

成比と、全国の同産業部門生産額の構成比を比

較したものである。特化係数が１を超えていれ

ば、全国に比べてその産業部門に特化している

といえる。

　産業部門別特化係数をみると、最も高いのは

林業の7.18で、突出している。本県の森林面積

は83万５千haと県土の７割を占め、全国６位

の森林県である。特にスギの人工林面積は全国

１位を誇り、スギの生産量は宮崎県に次いで２位

となっていることなどが、林業の特化係数が高

い要因として考えられる。次いで、電子部品の

3.55、農業3.24、繊維製品3.20、鉱業3.11

の順となっている（図表４）。
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　一方、特化係数が低いのは、石油・石炭製品

の0.09、鉄鋼0.11、はん用機械0.12、輸送機

械0.17、電気機械0.26などで、基礎素材型や

加工組立型に分類される製造業種が多く、この

分野の弱さが表れている。

（４）県際収支の状況
　県際収支とは、「県境を越えた取引の収支」を

表したもので、「県外への輸移出額」から「県内

への輸移入額」を差し引いて算出する。図表５

は平成12年以降の県際収支の推移をみたもの

である。本県の県際収支は輸移入額が輸移出額

を上回り、恒常的に赤字（輸移入超過）の状態

となっている。これは、本県の経済が県内で生

産した財・サービスを県外に販売するよりも、

県外で生産された財・サービスを多く購入して

いることを示している。

　23年の輸移出額は１兆4,934億円、輸移入額

は２兆2,142億円となっている。この結果、本

県の県際収支は7,208億円の赤字となっており、

17年比では赤字幅も465億円悪化するなど、近

年は赤字幅の拡大傾向が続いている。

　産業部門別の輸移出額および輸移入額の状況

をみると、輸移出超過型の産業は、昭和60年頃

まで農業や地場産業的色彩の強いものなど一部

に限られていたが、その後は電子部品や業務用

機械（精密機械）など加工組立型の産業の比重

が高まっている（図表６）。特に、直近の23年

でも、電子部品の県際収支の黒字幅（輸移出超

過幅）は1,834億円と最も大きく、同産業が本

県の「外貨」獲得の中心的な担い手として大き

な役割を果たしていることが分かる。17年対

比では、電子部品の輸移出超過額は1,834億円

と1,337億円減少したが、電力・ガス・熱供給

は1,232億円と551億円増加している。これ

は、東日本大震災の発生により国内の原子力発

電所が全て停止するなか、県内に２か所ある火

力発電所がフル稼働し、電力を県外へ供給した

ことが要因として考えられる。

　輸移入超過型の産業には、石油・石炭製品、

情報通信、対事業所サービスなどが上位を占め

ているが、これらの産業に対して発生した需要

図表５　県際収支（純輸移出入）の推移
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図表６　産業部門別の輸移出額および輸移入額の状況
 （単位：億円）

順位 平成12年 平成17年 平成23年

輸
移
出
超
過
額

１位 電子部品 4,284 電子部品 3,171 電子部品 1,834

２位 農業 789 農業 894 電力・ガス・熱供給 1,232

３位 電力・ガス・
熱供給 558 電力・ガス・熱供給 681 農業 968

４位 精密機械 328 パルプ・紙・木製品 455 パルプ・紙・木製品 265

５位 パルプ・紙・
木製品 277 業務用機械 242 業務用機械 234

６位 繊維製品 64 非鉄金属 225 商業 194

７位 一般機械 46 生産用機械 193 生産用機械 183

輸
移
入
超
過
額

１位 対事業所
サービス 1,634 石油・石炭製品 1,478 石油・石炭製品 1,505

２位 飲食料品 1,268 対事業所サービス 1,466 情報通信 1,452

３位 化学製品 1,098 飲食料品 1,372 対事業所サービス 1,370

４位 石油・
石炭製品 1,031 情報通信 1,163 飲食料品 1,233

５位 情報通信 668 化学製品 1,126 鉱業 944

６位 対個人
サービス 454 輸送機械 812 化学製品 764

７位 運輸 404 鉱業 538 輸送機械 634

８位 電気機械 403 情報・通信機器 490 情報・通信機器 582

９位 金属製品 394 金属製品 400 電気機械 518

10位 窯業・
土石製品 377 電気機械 388 運輸・郵便 327

（注）「その他の製造工業製品」を除く
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は県外からの供給に大きく依存している。特に、

23年の飲食料品の輸移入超過額は1,233億円と

大幅な赤字となっている。これは、本県が米な

どの１次産品を安価で県外に販売する一方（農

業は968億円の黒字）、それらの加工品を県外か

ら高い価格で購入していることを示している。

県内の食品加工体制を強化し、県内で生産され

た１次産品に付加価値を付け、県外に積極的に

売り込んでいく必要がある。

（５）ＲＩＣ指数による競争力分析
　次に、県際収支に着目したＲＩＣ（Revealed 

International Competitiveness）指数を用いて

競争力分析を行ってみる。ＲＩＣ指数とは、県

内生産額に対して県際収支がどの程度の大きさ

かを示した指数で、ＲＩＣ指数が大きい産業部

門ほど対外的競争力があると判断される。逆に

指数がマイナスになると対外競争力が低いこと

になる。ここでは、東北６県の農林水産業と飲

食料品製造業について、ＲＩＣ指数による競争

力分析を行ってみる。

　平成23年の農林水産業のＲＩＣ指数をみる

と、本県は0.41、青森県0.30、岩手県0.24、

宮城県△0.22、山形県0.40、福島県△0.01となっ

ている（図表７）。本県の指数は東北６県の中

で最も高く、本県、青森県、岩手県、山形県に

おいて対外競争力を有していることが分かる。

17年対比では、本県は＋0.12となっているのに

対し、福島県では△0.14となっている。23年は

東日本大震災による米の供給不足から一時的に

米価が上昇し本県の農業は競争力を高めている

が、福島県では震災被害の影響を受け農業や漁

業で競争力を下げている。

　次に、23年の飲食料品製造業のＲＩＣ指数を

みると、本県は△0.76、青森県△0.06、岩手県

△0.16、宮城県△0.37、山形県0.10、福島県0.01

となっている（図表８）。本県の指数は東北６県

の中で最も低く、山形県、福島県において対外

競争力を有していることが分かる。特に山形県

においては、農林水産業、飲食料品製造業とも

に対外競争力を有している。17年対比では、本

県は＋0.01となっているが、岩手県は△0.34、

宮城県△0.44、福島県△0.28と指数を大きく下

げている。これは、震災により各県の沿岸地域

の水産加工業が甚大な被害を受けたことなどが

影響している。

３　生産波及効果分析
（１）逆行列係数
　逆行列係数とは、ある産業に対して１単位の

最終需要が発生した場合、その需要を満たすた

めに、必要とされる各産業の生産が最終的にど

れだけ必要になるかという生産波及の大きさを

示す係数である。数学上の逆行列を求める方法

で算出することからこのように呼ばれているが、

この係数を産業部門別に一覧表にしたものが逆

ＲＩＣ指数　＝　
（輸移出－輸移入）
県内生産額

図表７　農林水産業のＲＩＣ指数
秋田県 青森県 岩手県 宮城県 山形県 福島県

平成12年 0.26 0.33 0.20 △0.15 0.43 0.02

平成17年 0.29 0.35 0.21 △0.14 0.40 0.14

平成23年 0.41 0.30 0.24 △0.22 0.40 △0.01

23/17年
指数増減 0.12 △0.05 0.03 △0.08 △0.00 △0.14

資料：各県「産業連関表」より当研究所作成。図表８同じ

図表８　飲食料品製造業のＲＩＣ指数
秋田県 青森県 岩手県 宮城県 山形県 福島県

平成12年 △0.54 0.06 0.21 0.23 △0.22 0.31

平成17年 △0.77 △0.06 0.18 0.07 △0.01 0.29

平成23年 △0.76 △0.06 △0.16 △0.37 0.10 0.01

23/17年
指数増減 0.01 0.00 △0.34 △0.44 0.11 △0.28
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行列係数表である（図表９）。この逆行列係数表

が経済の将来予測や各種イベントの経済波及効

果分析に活用される。

　逆行列係数表の列和（縦方向の合計）は、そ

れぞれの産業に１単位の最終需要の増加があっ

た場合、それが全ての産業へ与える誘発効果の

合計を示している。例えば、農業に100億円の

需要増加が生じたとすると、農業に100億円×

1.086575（逆行列係数）＝108.66億円、製造業

に100億円×0.038379＝3.84億円、全部門では、

100億円×1.318182＝131.82億円の生産を誘発

（元の100億円を含む）することになる。

　この逆行列係数表には、開放経済型と封鎖経

済型の２種類あるが、前者は需要の一部を県外

からの供給に依存しているとする現実に即した

モデルであるのに対し、後者は全ての需要を県

内で自給自足しているとする仮想的なモデルで

ある。一般的には、現実の経済構造に即した開

放経済型の逆行列係数表が利用されている。

（２）産業部門別の生産波及効果
　図表10は、産業部門分類を39部門に広げた

開放経済型逆行列係数表から部門別の生産波及

効果の順位をみたものである。各産業に対して

100億円の最終需要の増加があった場合、全産

業に及ぼす生産波及効果の大きさは、全産業平

均で129.27億円となる。産業部門別にみると、

飲食料品が156.83億円と最も大きく、次いで水

道147.14億円、鉱業142.24億円、電子部品

139.08億円などが上位を占めており、これらの

部門は県内の生産活動に与える影響力が大きい。

　一方、生産波及効果が小さい部門は、輸送機

械の115.13億円、石油・石炭製品116.30億円、

漁業117.12億円、不動産117.39億円などと

なっている。

図表９　開放経済型逆行列係数表（15部門表から一部部門抜粋）
産業部門名 農業 製造業 建設 電力・ガス・水道 商業 運輸・郵便 サービス 行和

農業 1.086575 0.036912 0.003284 0.001117 0.000809 0.001878 0.004849 1.143957

製造業 0.038379 1.069123 0.052388 0.022538 0.010615 0.040317 0.029746 1.394285

建設 0.009251 0.008920 1.004485 0.045975 0.011060 0.021584 0.009507 1.221879

電力・ガス・水道 0.014731 0.025201 0.010716 1.095285 0.032941 0.020503 0.027242 1.337052

商業 0.044786 0.052269 0.056841 0.018724 1.016258 0.038991 0.039108 1.397426

運輸・郵便 0.043749 0.029292 0.040643 0.026668 0.038722 1.077490 0.026613 1.626178

サービス 0.048782 0.095606 0.123704 0.084686 0.089901 0.123518 1.094932 2.314376

列和 1.318182 1.356274 1.345357 1.344277 1.282325 1.396660 1.293882

図表10　生産波及効果の順位（39部門表）
順位 産業部門名 逆行列係数の列和 順位 産業部門名 逆行列係数の列和 順位 産業部門名 逆行列係数の列和

１位 飲食料品 1.568297 14位 建設 1.313530 27位 教育・研究 1.231308

２位 水道 1.471404 15位 電気機械 1.306241 28位 鉄鋼 1.223548

３位 鉱業 1.422387 16位 農業 1.305670 29位 非鉄金属 1.221423

４位 電子部品 1.390808 17位 窯業・土石製品 1.304803 30位 金属製品 1.217145

５位 情報・通信機器 1.387210 18位 金融・保険 1.302499 31位 林業 1.214064

６位 パルプ・紙・木製品 1.385398 19位 繊維製品 1.285684 32位 廃棄物処理 1.212357

７位 対個人サービス 1.377480 20位 電力・ガス・熱供給 1.284896 33位 はん用機械 1.211504

８位 情報通信 1.374608 21位 公務 1.263329 34位 不動産 1.173935

９位 化学製品 1.366589 22位 医療・福祉 1.257045 35位 漁業 1.171158

10位 業務用機械 1.336172 23位 商業 1.256130 36位 石油・石炭製品 1.163035

11位 その他の製造工業製品 1.334425 24位 対事業所サービス 1.246239 37位 輸送機械 1.151327

12位 運輸・郵便 1.330887 25位 プラスチック・ゴム 1.245332 全産業平均 1.292734
13位 その他の非営利団体サービス 1.321149 26位 生産用機械 1.239102 （注）「事務用品」、「分類不明」を除く
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４　産業連関表を使った経済波及効果分析
　経済波及効果分析とは、消費や投資といった

最終需要の増加が県内生産額を直接・間接にど

れくらい増加させるかを分析することである。

このため、経済波及効果分析をする際には、最

初に最終需要がどの部門にどれくらいの金額で

発生するかを想定することが必要であり、この

推計作業が分析の精度を左右する最も重要な部

分である。最終需要増加額が推計されると、次

は産業連関表を活用して波及効果の推計を行う

ことになる。

　ここでは、経済波及効果分析の具対的な手順

として、「平成23年秋田県産業連関表」の中で

取り上げられている事例を用いる。図表11は県

内で100億円の建設投資が行われた場合の分析

の流れを表したフローチャートである。このフ

ローチャートにあるように、経済波及効果の推

計は、通常、以下の３つの段階に分けて捉えら

れる。

（１）直接効果
　県内に波及効果が生じるのは、あくまでも県

内で生産活動を行った場合に限られる。そこで

建設部門に発生した最終需要増加額100億円の

うち県内最終需要増加額がいくらになるかを推

計する必要がある。これは最終需要増加額に県

内自給率（１－輸移入率）を乗じて算出するが、

建設部門の自給率は100％であるため、当初の

建設投資額100億円がそのまま県内最終需要増

加額となる。この初期投資により最初に現れる

効果を直接効果といい、この直接効果に建設部

門の投入係数表の係数を乗じることで、原材料

誘発額55.64億円、粗付加価値誘発額44.36億

円、雇用所得誘発額34.01億円がそれぞれ求め

られる。

（２）第１次波及効果
　建設部門に最終需要増加額100億円が発生す

ると、それを満たすために関連する産業部門で

生産活動が行われるが、そのための原材料等の

需要が新たに発生し、またそれを充足するため

にさらに生産が行われるというように、次々と

生産が波及していく。この直接効果に伴って生

じる原材料等の需要により誘発される効果を第

１次波及効果という。

　直接効果によって55.64億円の原材料需要が

発生しているが、この中には県外から調達する

分も含まれるため、自給率を乗じて県内で調達

される26.42億円を求める。これに各産業部門

の逆行列係数を乗じることによって第１次波及

効果を求めることができる。県内全産業では

34.54億円の生産が誘発され、粗付加価値誘発

額は19.88億円、雇用者所得誘発額は10.83億

円となる。

（３）第２次波及効果
　直接効果および第１次波及効果によって生産

が増加すれば、それに応じて雇用者所得も増加

する。雇用者所得が増加すれば、その増加分の

うち一部は消費支出に回り、新たな需要を生み

出して、さらに生産が誘発される。これを第２

次波及効果という。

　直接効果および第１次波及効果により雇用者

所得誘発額44.84億円が発生しているが、これ

に消費転換率を乗じて消費支出増加額29.17億

円を求める。これを消費パターン（消費支出の

産業別構成比）から産業別の増加額に引き直し

た後、自給率を乗じたものが県内需要増加額

19.81億円となる。これに各産業部門の逆行列

係数を乗じることによって第２次波及効果

25.34億円を求めることができる。
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　このような「所得増加→消費支出増加→生産

誘発」という連鎖的な繋がりは、理論上は波及

効果が０になるまで続いていくが、第３次経済

波及効果以降の生産誘発額は極端に小さくなる

ため、経済波及効果の測定は、第２次波及効果

まで推計するのが通例である。

（４）総合効果
　上記の推計結果から、本県で100億円の建設

投資が行われた場合、総合効果（直接効果＋第

１次波及効果＋第２次波及効果）は159.88億円

となり、本県への建設投資は投資額の1.60倍の

経済波及効果をもたらすことになる。

５　おわりに
　以上、秋田県経済の概況および経済波及効果

分析の結果についてみてきたが、産業連関表を

用いることで、このように地域の特性を明らか

にすることができる。産業連関表は、これまで

国や都道府県、主要な政令指定都市において作

成されてきたが、近年では地方版総合戦略の策

定に伴い、市町村単位でも作成を試みる自治体

が増えてきている。こうした分析結果を踏まえ、

どのような地域内外の連関構造が本県経済の活

性化に繋がるかを見極め、具体的な施策を打ち

出していくことが大切である。 （山崎　要）

図表11　建設投資による経済波及効果フローチャート （単位：億円）

最終需要増加額
100.00

雇用者所得誘発額（直接＋第１次）
44.84

民間消費支出増加額
29.17

産業部門別民間消費
支出増加額
29.17

県内需要増加額（第１次）
26.42

県外へ

県内需要増加額
（第２次）
19.81

県外へ

生産誘発額（第１次）
34.54

粗付加価値誘発額（第１次）
19.88

雇用者所得誘発額（第１次）
10.83

第１次波及効果

×　粗付加価値率 ×　雇用者所得率

生産誘発額（第２次）
25.34

粗付加価値誘発額（第２次）
16.22

雇用者所得誘発額（第２次）
6.50

第２次波及効果

×　粗付加価値率 ×　雇用者所得率
直接効果 100.00
第１次波及効果 34.54
第２次波及効果 25.34
総合効果 159.88億円
波及効果倍率 159.88/100.00＝1.60倍

県内最終需要増加額（直接）
100.00

原材料誘発額（直接）
55.64

粗付加価値誘発額（直接）
44.36

雇用者所得誘発額（直接）
34.01

直接効果

×　投入係数 ×　粗付加価値率 ×　雇用者所得率

×　開放経済型逆行列係数

×　県内自給率（100％）

×　県内自給率

×　県内自給率

×　消費パターン

×　消費転換率×　開放経済型逆行列係数
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